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中国税務 

財政部および国家税務総局が増

値税改革試験の全面的な実施に

関する方案を公布 
 
2016年 3月 23日、財政部および国家税務総局は、営業税に代えて増値税を徴
収する試験（以下、増値税改革試験）の全面的な実施に関する財税[2016]36号
の通達（以下、36号通達）を公布した。これは、建築業、不動産業、金融業お
よび生活サービス業が増値税の対象となった後の具体的な取扱いを明らかにす

るとともに、交通運輸業、現代的サービス業、郵便および電信業に係る現行の

増値税の取扱いに変更を加えるものである。36号通達の規定は基本的に 2016
年 5月 1日から施行され、これに伴い、財税[2013]106号（以下、106号通達）
を主とする増値税改革試験に関する現行の通達は廃止される。2016年 5月 1日
から、従来は営業税の対象であった業種もすべて増値税の対象に移行する。 
 
本 Tax Analysisでは、36号通達における重要な規定を説明し、分析する。以下
の内容を含む。 
 

- 36号通達の構成と重要な条項 
- 一部の業種の特定事項に関するコメント 
- 添付：課税対象項目の分類とそれぞれの税率 

 
本 Tax Analysisの内容は包括的なものであるが、今後、新たに増値税の対象と
なる業種ごとのより詳細な分析も提供する予定である。 
 
背景 
 
増値税改革試験は 2012年 1月から、まず上海において交通運輸業と現代的サー
ビス業を対象として開始された。その後、全国で実施されるようになり、対象

業種も鉄道運輸業、郵便および電信業等まで拡大された。現時点では、建築

業、不動産業、金融業および生活サービス業の 4業種のみがなお営業税の課税
対象とされている。2016年 3月 18日、国務院常務会議で増値税改革試験の全
面的な実施に関する方案が可決され、2016年 5月 1日から、これらの 4業種も
試験の対象となることが確定した。 
 
建築業、不動産業、金融業および生活サービス業が増値税の対象に移行するこ

とに伴い、これまで 4年余りにわたり実施されてきた増値税改革試験もほぼ最
終段階に入る。増値税改革の最終的なゴールは増値税法の制定であるが、36号
通達の公布により、営業税と増値税が並存する状況はなくなり、サプライチェ

ーンにおける二重課税の問題も解消されることになる。このことは、中国の間

接税制度の歴史において、画期的な意義を持つといえる。 
 
36号通達の要点 
 
36号通達に基づき、2016年 5月 1日から、建築業、不動産業、金融業および
生活サービス業は増値税の対象に移行する。また、現行の増値税改革試験に関

する一般的な規則を定めた 106号通達等は同時に廃止される。 
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36号通達の構成は 106号通達の構成と同じであり、次の 4つの付属文書が含まれる。 
 
ü 付属文書 1－「営業税に代えて増値税を徴収する試験に関する実施弁法」 
ü 付属文書 2－「営業税に代えて増値税を徴収する試験の関連事項に関する規定」 
ü 付属文書 3－「営業税に代えて増値税を徴収する試験の経過措置に関する規定」 
ü 付属文書 4－「クロスボーダーの課税行為に対する増値税ゼロ税率および免税政策の適用に関する規定」 

 
36号通達は新たな増値税改革試験に関する規則を定めたものであり、過去 4年間にわたる試験の中で生じた不明確な
事項についても明らかにしている。以下ではそれらのうちの重要な内容について説明する。 
 
1. 納税者 
 
中国国内においてサービス、無形資産あるいは不動産を販売する組織および個人が、増値税の納税者となる。 
 
2. 課税範囲 

 
a. 課税対象となる行為 
 
「サービス、無形資産、不動産の販売に関する注釈」（付属文書 1の添付）に基づいて、増値税の課税行為は大き
く次の 3つに分類される。 

 
ü サービスの販売 
ü 無形資産の販売 
ü 不動産の販売 

 
そのうち、無形資産の販売と不動産の販売は今回新たに加わった大分類である。各大分類は細分化されており、例

えば、サービスの販売は次の 7つに分類されている。 
 
ü 交通運輸サービス 
ü 郵便サービス 
ü 電信サービス 
ü 建築サービス 
ü 金融サービス 
ü 現代的サービス 
ü 生活サービス 
 
これらのうち、建築サービス、金融サービス、生活サービスが新たに加わったものである。 
 
このほか、36号通達では、従来の分類の一部に変更を加えている（例えば、現代的サービス業の中の文化意匠サ
ービスに分類されていた商標および著作権の譲渡は、無形資産の販売に分類された）。従来よりも課税対象となる

範囲が拡大された項目もある。例えば、新しい注釈では、無形資産の定義が広がり、フランチャイズ経営権、会員

権、インターネットゲームの仮想道具、ドメイン名等も無形資産に含まれている。具体的な分類については本文の

添付を参照。 
 
b. “中国国内”の定義 
 
中国国内におけるサービス、無形資産あるいは不動産の販売とは、次のことを指す。 
 
1) サービス（不動産のリースを除く）または無形資産（自然資源使用権を除く）の販売者あるいは購入者が中国
国内にあること 

2) 販売あるいはリースする不動産が中国国内にあること 
3) 自然資源使用権を販売する場合のその自然資源が中国国内にあること 
4) 財政部および国家税務総局が規定するその他の状況 

 
36号通達では同時に、次の状況は中国国内でのサービスあるいは無形資産の販売に該当しないということも規定
している。 
 
1) 国外の組織あるいは個人が国内の組織あるいは個人に、完全に国外で発生するサービスを販売すること 
2) 国外の組織あるいは個人が国内の組織あるいは個人に、完全に国外で使用される無形資産を販売すること 
3) 国外の組織あるいは個人が国内の組織あるいは個人に、完全に国外で使用される有形動産をリースすること 
4) 財政部および国家税務総局が規定するその他の状況 

 
 



c. 増値税の課税対象とならない項目 
 

36号通達の規定によれば、以下の項目は増値税の課税対象とはならない。 
 
1) 国家の指令に基づいて無償提供する鉄道運輸サービス、航空運輸サービス、公益事業に用いられる無償提供の
サービス 

2) 預金利息 
3) 被保険者が得る保険金 
4) 不動産主管部門あるいはその指定機関、公積金管理センター、開発企業および物件管理企業が代理徴収する住
宅特別補修基金 

5) 資産再編の過程において、合併、分割、売却、交換等の方式で、すべてまたは一部の現物資産および関連の債
権、債務と労働力を併せてその他の組織または個人に譲渡する場合の、不動産、土地使用権の譲渡行為 

 
3. 税率および徴収率 
 
36号通達によれば、適用税率には 6%、11%および 17%とゼロ税率がある（下表を参照）。徴収率は原則として 3%
であり、主に小規模納税者に適用される。 
 
税率 課税行為 
6% 付加価値電信サービス、金融サービス、現代的サービスおよび生活

サービスの提供、土地使用権以外の無形資産の販売 
 

11% 交通運輸、郵便、基礎電信、建築、不動産のリースサービスの提

供、不動産の販売、土地使用権の譲渡 
 

17% 有形動産のリースサービスの提供 
 

ゼロ税率 国内の組織および個人に発生した特定のクロスボーダーの課税行為 
 

 
4. 課税方法 

 
a. 売上額 

 
増値税の課税標準となる売上額は、原則として納税者が相手方から取得した代金総額と代金以外の費用によって確

定される。ただし、36号通達では、特定の状況において、納税者は代金総額および代金以外の費用から特定の項
目を控除した後の残額を売上額とすることができると規定している。例えば、以下のとおりである。 
 
課税行為 控除可能項目 

 
仲介代理サービス 委託者から受領し、代理で支払う政府性基金あるいは行

政事業性費用 
 

人民銀行、銀行業監督管理委員会、あるいは商務

部の認可を得てファイナンスリース業務に従事す

る納税者が提供するファイナンスリースサービス 

支払った借入利息（外貨借入金および人民元借入金の利

息を含む）、発行債券利息および車両購入税 
 

旅行サービス 
 

旅行サービスの購入者から受領し、その他の組織または

個人に支払った宿泊費、飲食費、交通費、ビザ費、入場

料およびその他の旅行企業に支払った旅行費用 
 

建築サービス（簡易課税方式を適用する場合）  支払った下請代金 
 

一般納税者である不動産開発企業が開発した不動

産の販売（簡易課税方式を選択適用する旧プロジ

ェクトの不動産を除く） 
 

土地を譲受したときに政府部門に支払った土地代金 
 

 
b. 兼営および混合販売 
 

36号通達は、106号通達にある業務を兼営する場合の規定を踏襲している。すなわち、納税者が物品の販売、加
工・修理・組立修理役務、サービス、無形資産または不動産の販売を兼営し、それらの税率または徴収率が異なる

場合、各税率または徴収率の適用される売上額を分けて計算しなければならない。もし売上額を分けて計算してい



なければ、より高い税率または徴収率が適用される。 
 
36号通達では、混合販売についても規定している。一つの販売行為がサービスにも物品にもかかわる場合、混合
販売となる。主として物品の生産、卸売または小売に従事する組織または個人経営者の混合販売行為は、物品販売

として増値税を納付する。その他の組織または個人経営者の混合販売行為は、サービスの販売として増値税を納付

する。 
 

c. 仕入税額 
 
控除できない仕入税額－106号通達に規定する項目に加えて、36号通達では、次の項目に係る仕入税額も控除でき
ないとしている。 
 
ü 非正常損失となる不動産、および当該不動産に用いた購入物品、設計サービスおよび建築サービス 
ü 非正常損失となる不動産の建設中工事に用いた購入物品、設計サービスおよび建築サービス 
ü 購入した貸付サービス、飲食サービス、住民日常サービスおよび娯楽サービス。そのうち、納税者が貸付サー
ビスの提供を受け、貸付者に支払った、当該貸付と直接関連する投融資顧問料、手数料、コンサルティング料

等の費用についても、その仕入税額を売上税額から控除することはできない。 
 

また、すでに仕入税額を控除した固定資産、無形資産あるいは不動産についても、もし仕入税額を控除できない状

況が生じたならば、次の公式によって控除できない仕入税額を計算しなければならない。 
 
控除できない仕入税額＝固定資産、無形資産あるいは不動産の帳簿価額×適用税率 
 
新たに取得した不動産の仕入税額控除－一般課税方式を適用する納税者が 2016年 5月 1日以降に取得し、かつ会
計上、固定資産として計上した不動産、あるいは 2016年 5月 1日以降に取得した不動産の建設中工事は、取得し
た日から 2年間にわたり、その仕入税額を売上税額から控除することができる。1年目の控除割合は 60%、2年目
の控除割合は 40%である。 
 
この政策は、不動産開発企業が自ら開発する不動産プロジェクト、およびファイナンスリースを受けた不動産には

適用されない。 
 

d. 建築サービスに関する特殊規定 
 
1) 一般納税者が“清包工”方式で提供する建築サービスは、簡易課税方式を選択適用することができる。（注：
“清包工”方式では、施工者は建築工事に必要となる材料を購入せず、あるいは補助材料のみを購入し、人件

費、管理費あるいはその他の費用のみを受領する。） 
2) 一般納税者が“甲供”工事で提供する建築サービスは、簡易課税方式を選択適用することができる。（注：
“甲供”工事では、全部または一部の設備、材料、動力を工事の発注者が自ら購入する。） 

3) 一般納税者が建築工事の旧プロジェクト（すなわち、起工日が 2016年 4月 30日以前のもの）において提供す
る建築サービスは、簡易課税方式を選択適用することができる。 

4) 一般納税者が県（市）を跨って建築サービスを提供し、一般課税方式を適用する場合、取得した代金総額およ
び代金以外の費用をもって売上額とし、納付税額を計算する。ただし、取得した代金総額および代金以外の費

用から支払った下請代金を控除した後の残額に対し、2%の仮徴収率で計算した税額を建築サービスの発生地で
予納した後、機構所在地の所轄税務機関で納税申告を行わなければならない。 

5) 一般納税者が県（市）を跨って建築サービスを提供し、簡易課税方式を選択適用する場合、取得した代金総額
および代金以外の費用から支払った下請代金を控除した後の残額を売上額とし、3%の徴収率に基づいて納付税
額を計算する。納税者はこの課税方式により、建築サービスの発生地で税額を予納した後、機構所在地の所轄

税務機関で納税申告を行わなければならない。 
6) 小規模納税者が県（市）を跨って建築サービスを提供する場合、取得した代金総額および代金以外の費用から
支払った下請代金を控除した後の残額を売上額とし、3%の徴収率に基づいて納付税額を計算する。納税者はこ
の課税方式により、建築サービスの発生地で税額を予納した後、機構所在地の所轄税務機関で納税申告を行わ

なければならない。 
 
e. 不動産に関する特殊規定 
 
不動産業の特殊性と経過措置の必要性から、36号通達では不動産の販売とリースについて特殊な規定を設けてい
る。一般納税者を例にとると、これらの規定には以下が含まれる。 
 
不動産の販売 

 
1) 一般規則： 
 

§ 一般納税者が 2016年 5月 1日以降に取得した不動産を販売する場合には一般課税方式を適用し、取得し



た代金総額および代金以外の費用を売上額として納付税額を計算する。納税者は 5%の仮徴収率によって
計算した税額を不動産の所在地で予納した後、機構所在地の所轄税務機関で納税申告を行う。もし当該不

動産が自己建設したものでなければ、納税者は取得した代金総額および代金以外の費用から当該不動産の

購入原価または不動産取得時の価格を差し引いた後の残額に対して、予納税額を計算する。 
§ 不動産開発企業が代金前受方式を採用して開発した不動産を販売する場合、前受金を受領したときに、3%
の仮徴収率で計算した増値税を予納する。 
 

2) 経過措置： 
 
§ 一般納税者が 2016年 4月 30日以前に取得した不動産を販売する場合には簡易課税方式を選択適用し、

5%の徴収率によって納付税額を計算することができる。納税者は不動産の所在地で予納した後、機構所在
地の所轄税務機関で納税申告を行う。もし当該不動産が自己建設したものでなければ、納税者は取得した

代金総額および代金以外の費用から当該不動産の購入原価または不動産取得時の価格を差し引いた後の残

額を売上額として、納付税額を計算する。 
§ 一般納税者である不動産開発企業が自ら開発した旧プロジェクトの不動産を販売する場合、簡易課税方式
を選択適用し、5%の徴収率によって税額を計算することができる。 

 
不動産のオペレーティングリース 
 
1) 一般規則： 

 
一般納税者が 2016年 5月 1日以降に取得した、機構所在地と同一の県（市）にない不動産をリースする場
合、3%の仮徴収率で計算した税額を不動産の所在地で予納した後、機構所在地の所轄税務機関で納税申告を
行わなければならない。 
 

2) 経過措置： 
 
一般納税者が 2016年 4月 30日以前に取得した不動産をリースする場合、簡易課税方式を選択適用し、5%の
徴収率によって納付税額を計算することができる。機構所在地と同一の県（市）にない不動産をリースする場

合は、この課税方式により、不動産の所在地で税額を予納した後、機構所在地の所轄税務機関で納税申告を行

わなければならない。 
 

5. 納税義務の発生時期 
 
36号通達では、106号通達にある納税義務の発生時期に関する規定を踏襲している。すなわち、増値税の納税義務は
原則として、納税者に課税行為が発生し、販売代金を回収するか、販売代金取立証票を取得した当日（インボイス

（発票）を先に発行した場合には、発票を発行した当日）に発生する。そのほか、36号通達では、特定の状況に係る
納税義務の発生時期に関して、次のように規定している。 
 

1) 納税者が建築サービス、リースサービスを提供し、代金前受方式を採用する場合は、前受金を受領した当日 
2) 納税者が金融商品の譲渡に従事する場合は、金融商品の所有権が移転した当日 
3) 納税者にサービス、無形資産あるいは不動産のみなし販売が発生した場合は、サービス、無形資産の譲渡が完
了した当日あるいは不動産の所有権の帰属が変更された当日 
 

6. 免税項目 
 
36号通達における免税項目に関する規定は、基本的に現行の営業税の免税政策を踏襲している。例えば、医療機関の
提供する医療サービスの収入、保険会社が 1年以上の人身保険（生命保険、養老年金保険、健康保険）について取得
する保険料収入、金融業の同業間取引に係る利息収入等は、営業税を免除されていたように、増値税も免除される。 
 
7. クロスボーダーの課税行為 

 
a. ゼロ税率の適用 

 
ゼロ税率が適用されるクロスボーダーの課税行為は下表のとおりである。 
 

A. 国際運輸サービス 
B. 宇宙運輸サービス 
C. 国外組織に提供する、完全
に国外で消費されるサービ

ス（注：“完全に国外で消

費される”というのは、36
号通達で追加された表現で

研究開発サービス 
契約エネルギー管理サービス 
設計サービス 
ラジオ、映画、テレビ番組（作品）の製作および配給サービス 
ソフトウェアサービス 



ある） 回路設計およびテストサービス 
情報システムサービス 
業務プロセス管理サービス 
オフショアアウトソーシングサービス 
技術譲渡 

D. 財政部および国家税務総局が規定するその他のサービス 
 
“完全に国外で消費される”とは、次のことを指す。 
 
ü サービスの実際の受け手が国外にあり、かつ国内の物品および不動産と関連しないこと 
ü 無形資産が完全に国外で使用され、かつ国内の物品および不動産と関連しないこと 
ü 財政部および国家税務総局が規定するその他の状況 

 
“完全に国外で消費される”という文言の追加は、契約名義上のサービスの購入者は国外組織であっても、実際の

サービスの受け手は国内組織である場合に、ゼロ税率または免税を適用することを防止することを意図している可

能性がある。 
 

b. 免税の適用 
 

A. 具体的に列挙された、国外
で発生するサービス 

工事プロジェクトが国外にある建築サービス（追加） 
工事プロジェクトが国外にある工事監理サービス（追加） 
工事、鉱物資源が国外にある工事探査・調査サービス 
会議展覧地が国外にある会議展覧サービス 
保管地が国外にある倉庫保管サービス 
目的物を国外で使用する有形動産のリースサービス 
国外で提供されるラジオ、映画、テレビ番組（作品）の放映サービス 
国外で提供される文化、体育、教育、医療および旅行サービス 
（追加） 

B. 輸出物品のために提供する
サービス 

輸出物品のために提供する郵便サービス 
輸出物品のために提供する集配サービス 
輸出物品のために提供する保険サービス（追加） 

C. 国外組織に提供する、完全
に国外で消費されるサービ

スおよび無形資産（注：

“完全に国外で消費され

る”というのは、36号通達
で追加された表現である） 

電信サービス 
知的財産権サービス 
物流補助サービス（倉庫保管サービス、集配サービスを除く） 
検証・コンサルティングサービス 
専門技術サービス（追加） 
ビジネスサポートサービス（追加） 
広告投入地が国外である広告サービス 
無形資産（追加） 

D. 輸送手段を持たない運送請負方式で提供する国際運輸サービス （追加） 
E. 国外組織間の資金融通およびその他の金融業務のために提供する直接チャージ金融サービスで、国内の
物品、無形資産および不動産と関連しないサービス（追加） 
F. 財政部および国家税務総局が規定するその他のサービス 

 
コメント 
 
全国で実施される増値税改革試験の基本法規として、36号通達では、新たに試験の対象となる 4業種の増値税の取扱
いを明らかにするだけでなく、増値税の対象となるすべての納税者にかかわる具体的な指針も提供している。当該通

達は、次の点に関して、特に重要な意義を有すると考えられる。 
 
増値税の適用範囲の拡大と課税対象項目の明確化 
 
すべての営業税の課税対象が増値税の課税対象に移行するため、増値税の適用される項目を合理的に分類し、定義づ

けする必要がある。これまでの試験の実施過程で生じた問題も考慮し、36号通達では増値税の課税対象項目をより細
かく、全面的に整理するとともに、より実務に即したものとなるように、一部の分類に変更を加えている。 
 
例えば、多くのグループの投資会社あるいは投資管理会社は、グループ内の企業に対して、財務、法務、人事等を含

む各種の管理サービスを提供しているが、これまでの実務では、このような行為が増値税の課税対象となるか否か、

いずれのサービスの分類に属するかが統一されていなかった。今回公布された 36号通達では、現代的サービス業の下
にビジネスサポートサービスの分類が加えられ、当該分類には企業管理サービスが含まれることから、上述の事項が

明確になった。また、すべてのサービスを漏れなく列挙することはできないこと、新たなサービスが生じる可能性も

あることから、36号通達では、一部の分類に“その他”という包括的な項目が追加されている。 



 
現行の営業税の規定における無形資産の定義は狭く、土地使用権、商標権、特許権、非特許技術、著作権、のれんお

よび自然資源使用権のみが含まれる。そのため、いくつかの新しいタイプの無形資産（例えば、ネットのドメイン

名、メンバーシップ等）が営業税の課税対象となる否か、実務においてしばしば論争が生じた。このことから、36号
通達では“その他の権益性無形資産”の分類が追加され、かつ当該分類には広範な無形資産が列挙されている。これ

により、増値税の課税範囲は大きく広がることになる。 
 
全業種における税負担の軽減と投資の促進 
 
すべての業種において税負担を減じ、増加させないという国務院の提示した原則に従い、今回の増値税改革試験の範

囲の拡大にあたっては、減税効果を実現するための一定の措置が講じられた。 
 
建築業と不動産業を例にとると、これらの業種に適用される 11%の増値税税率は、従来の 3%と 5%の営業税税率より
も遥かに高い。しかし、36号通達では、建築業と不動産業の納税者が下請代金と土地の払下代金を売上額から控除す
ることを認めている。また、不動産開発企業において生じる可能性のある仕入税額と売上税額のミスマッチの問題を

解消するために、増値税を予納した後、納税申告（精算）を行うという制度を導入した。さらに、2016年 4月 30日
以前の旧プロジェクトについて、納税者に簡易課税方式の選択適用を認める経過措置を設けた。これらの措置によっ

て、適用税率が高くなることによる負の影響が解消されることが期待される。 
 
金融業および生活サービス業には 6%の増値税税率が適用される。当該税率は、現行の 3%または 5%の営業税税率を
大きく上回るものではない。36号通達では、現行の営業税政策の多くを踏襲している。これには、免税優遇（例え
ば、金融業の同業間取引に係る利息収入の免税等）や特定の項目を控除した後の売上額を課税標準とする差額徴税の

取扱い（例えば、金融商品の売買では、売却価格から購入価格を控除した後の残額を売上額とする）が含まれる。ま

た、これら 2業種の納税者は今後、仕入税額の控除が認められるようになることから、全体としてその税負担は大き
な影響を受けないものと見込まれる。金融業および生活サービス業の納税者は簡易課税方式を適用できるのではない

かとの予測もあったが、36号通達にこのような規定はない。よって、金融業および生活サービス業の納税者は必ず増
値税の一般課税方式を適用しなければならない。これらの納税者は、売上税額を正確に計算するとともに、増値税発

票の適切な管理も必要になり、コンプライアンスのためのコストは増す可能性がある。 
 
その他の業種の納税者も、増値税改革試験の範囲の拡大によって直接的または間接的にベネフィットを得ることが期

待される。特に、上述の 4業種に属するサプライヤーとの取引がある企業は、その仕入税額を控除できるようになる
ため、自らの税負担を小さくすることができる。今回の増値税改革試験の全面的な実施に関する方案の中で最も注目

されるのは、新たに取得した不動産に係る仕入税額が控除の対象となることである。その控除期限は 20年に設定さ
れ、毎年仕入税額の 5%を控除できるようになるのではないかとの予測もあった。しかし、36号通達では、控除期限
を 2年とし、1年目は 60%、2年目は 40%の控除ができると規定している。この控除期限は予測よりも大幅に短いも
のである。政府が断固としてすべての業種の税負担の軽減を図ろうとしていることがうかがえる。このような政策に

より、商業用不動産に対する投資も促進されることが期待される。 
 
増値税改革試験の全面的な実施は望ましい動きではあるが、経済およびビジネス活動は複雑かつ変わりやすいもので

あり、今回公布された実施方案をビジネスの現実において運用する中で、改善すべき点も出てくるものと思われる。

また、現行の制度においては、複数の増値税税率が存在するが、このことは理論上、増値税の中立性に影響を与える

可能性もある。よって、各企業は増値税改革試験の今後の動向にも注意を払う必要がある。 
 
アドバイス 
 
増値税改革試験の全面的な実施まで 1か月半足らずしかない。建築業、不動産業、金融業および生活サービス業の企
業はこれまで営業税の納税者であったが、非常に限られた時間の中で増値税への移行を果たさなければならない。各

企業が次のような措置を講じることを提案する。 
 

1. できるだけ早く増値税のコンプライアンス業務のための準備を進めること。増値税申告および発票管理のフロー
の制定、財務および税務担当者に対する研修の実施を含む。 

2. 増値税の計算および申告の要求に合わせるために、企業のシステムを調整する。 
3. 企業の商業契約をレビューするとともに、価格政策を見直す。 
4. 企業の業務モデルと組織構成をレビューし、何らかの変更を加える必要があるか否かを判断する。 
5. 新しい規定を理解し、適用可能な優遇政策があるかを検討する。 
6. 新しい規定における不明確な事項については、税務機関および専門家のアドバイスを求める。 

 
上述した 4業種以外の企業も、サプライチェーンにかかわる企業が増値税改革によって受ける影響を理解し、サプラ
イヤーおよび顧客と十分なコミュニケーションを取ることが必要になる。 
 
デロイトの間接税チームは引き続き増値税改革の動向を注視していきます。我々は関連当局による増値税改革の規定

の策定に協力し、また多くの顧客企業の増値税改革に向けた準備を支援してきました。もし何かご質問があれば、い

つでもご連絡ください。 



 
添付：課税対象項目の分類表 
 
大分類 中分類 小分類 徴収品目 営業税税率 増値税税率1 

サービス

の販売 

交通運輸 
サービス 

陸上運輸サービス 鉄道運輸サービス 

3% 11% 

その他の陸上運輸サービス 
水上運輸サービス 水上運輸サービス 
航空運輸サービス 航空運輸サービス 
パイプライン運輸 
サービス パイプライン運輸サービス 

郵便 
サービス 

一般郵便サービス 一般郵便サービス 
3% 11% 特殊郵便サービス 特殊郵便サービス 

その他の郵便サービス その他の郵便サービス 
電信 
サービス 

基礎電信サービス 基礎電信サービス 3% 11% 
付加価値電信サービス 付加価値電信サービス 6% 

建築 
サービス

（追加） 

工事サービス 工事サービス 

3% 11% 
据付サービス 据付サービス 
修繕サービス 修繕サービス 
装飾サービス 装飾サービス 
その他の建築サービス その他の建築サービス 

金融 
サービス

（追加） 

貸付サービス 貸付サービス 

5% 6% 

直接チャージ金融 

サービス 直接チャージ金融サービス 

保険サービス 生命保険サービス 
財産保険のサービス 

金融商品の譲渡 金融商品の譲渡 

現代的 
サービス 

研究開発および技術 

サービス 

研究開発サービス 

5% 6% 契約エネルギー管理サービス 
工事探査・調査サービス 
専門技術サービス（追加） 

情報技術サービス 

ソフトウェアサービス 

5% 
 

6% 
 

回路設計およびテストサービス 
情報システムサービス 
業務プロセス管理サービス 
情報システム付加価値サービス

（追加） 
文化意匠サービス 
（商標および著作権の

譲渡は無形資産の販売

に再分類された） 

設計サービス 

3%/5% 6% 
 

知的財産権サービス 
広告サービス 
会議展覧サービス 

物流補助サービス 

航空サービス 

3%/5% 
 

 
6% 
 

港湾サービス 
貨物運輸および乗客運輸駅 

サービス 
サルベージ救助サービス 
積降運送サービス 
倉庫保管サービス 
集配サービス 

リースサービス 

不動産ファイナンスリース 

（追加） 

5% 
 

11% 
不動産オペレーティングリース

（追加） 
有形動産ファイナンスリース 

17% 有形動産オペレーティング 
リース 

 
 

                                                
1増値税の徴収率は原則として 3%である（特殊な規定を除く。例えば、一般納税者が不動産を販売またはリースする場合の経過措置において
は、5%の徴収率が適用される。） 



大分類 中分類 小分類 徴収品目 営業税税率 増値税税率 

サービス

の販売 

現代的 
サービス 

検証・コンサルティン

グサービス 

認証サービス 
5% 
 

6% 
 検証サービス 

コンサルティングサービス 

ラジオ、映画、テレビ

サービス 

番組（作品）の製作サービス 

3%/5% 6% 番組（作品）の配給サービス 

番組（作品）の放映サービス 

ビジネスサポート 

サービス（追加） 

企業管理サービス 

5% 6% 仲介代理サービス 
人事サービス 
安全保護サービス 

その他の現代的 
サービス（追加） その他の現代的サービス 3%/5% 6% 

生活 
サービス

（追加） 

文化・体育サービス 文化サービス 

3%/5%、娯
楽業 5-20% 6% 

体育サービス 

教育・医療サービス 教育サービス 
医療サービス 

旅行・娯楽サービス 旅行サービス 
娯楽サービス 

飲食・宿泊サービス 飲食サービス 
宿泊サービス 

住民日常サービス 住民日常サービス 

その他の生活サービス その他の生活サービス 

無形資産

の販売 

無形資産の

販売 
（追加） 

特許技術および非特許

技術 特許技術および非特許技術 

5% 
 

6%（土地使
用権の販売

は 11%） 

商標、著作権および 
のれん 商標、著作権およびのれん 

自然資源使用権 自然資源使用権 
（土地使用権を含む） 

その他の権益性無形 

資産 その他の権益性無形資産 

不動産の

販売 

不動産の 
販売 
（追加） 

建築物 建築物 
5% 11% 

構築物 構築物 
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